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自然環境局自然環境計画課

１．事業の概要
（１） 里地里山における自然資源の持続的な利用形態は、生物多様性の保全

と両立するもの。このような里地里山や世界各地の持続的利用の事例を
活かした自然共生社会の構築を「SATOYAMAイニシアティブ（二次的自然
資源管理の国際モデルの構築・発信）」として世界に提案していくため、
平成20年度から「SATOYAMAイニシアティブ推進事業」を実施していると
ころ。

（２） 平成20年5月に神戸で開催されたG8環境大臣会合で採択された「生物多
様性のための行動の呼びかけ」では、SATOYAMAイニシアティブを国際的
に推進していくことが合意され、生物多様性条約COP9では、環境大臣が
SATOYAMAイニシアティブの促進を国際社会に表明している。

（３） このような動きを受けて、「SATOYAMAイニシアティブ」の取組を世界
全体で早急かつ強力に推進するためには、自然資源の持続可能な利用に
関する情報の共有と、多くの国々や国際機関の参加のもとに自然資源管
理のあり方を検討する国際的な枠組みの構築が必要である。

（４）このため、自然資源の持続可能な利用に関する知見を有し、また、生物
多様性の分野で、世界各国や国際機関、団体等に幅広いネットワークを
持つ国連大学にこの取組を行うために必要な経費を拠出し、わが国が取
り組む「SATOYAMAイニシアティブ」の国際的な展開を図る。

２．事業計画
（１）国際SATOYAMAイニシアティブ（仮称）の設立（平成21～24年度）

各国や国際機関の参加のもとに、自然資源の持続可能な利用について
の検討を行うための、国際的な枠組みの設立に向けた準備会合の実施等。

（２）持続可能な自然資源の利用・管理についての情報発信(平成21～24年度）
世界の自然資源の持続可能な利用・管理についての情報を一元的に蓄

積・発信するポータルサイトの整備・運営。
（３）アジア諸国における実証調査（平成21～24年度）

アジアの数カ国で、各国の特徴を活かした自然資源管理のモデルを示
し、適用していくための実証調査を実施。

３．施策の効果
① 国際的な枠組みの設立を目指した取組を通じて、わが国の自然共生の分
野でのリーダーシップを発揮。（COP10での枠組み立ち上げを目指す）

② 持続可能な自然資源管理に必要な情報の一元的な蓄積・提供によって、
世界的に知識が共有され、施策・研究・地域の取組が効率化。
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世界の持続可能で循環的な自然
資源の利用の事例を調査

全国の優良事例となりうる里地
里山の取組を調査、分析

生物多様性の視点から里地里山
資源の伝統的な利用の促進、及
びバイオマス、エコツーリズム
など新たな利活用方策の調査・
検討

保全再生活動への、都市住民、
民間企業等多様な主体の参画の
促進策を検討

世界の事例等をもとに自然資
源管理のモデルを検討・構築

世界各国や国際機関
が参加して、自然資
源の持続可能な利用
手法の情報交換や、
効果的な適用促進方
策等の検討を行う国
際的な枠組みを設立
するための準備会合
等を実施

世界の自然資源の管
理についての事例等
の情報を一元的に蓄
積及び発信するポー
タルサイトの整備・
運営

アジアの数カ国で、
各国の特徴を活かし
た自然資源管理のモ
デルを示し、適用す
るための実証調査を
実施

○全国里地里山行動計画の策定
検討をもとに里地里山の保全再生を全国的に展開
していくための行動計画を策定

○未来に引き継ぎたい里地里山への支援

里地里山の保全再生に向けた取
組の継続・促進のための技術的
支援を実施
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